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貸 借 対 照 表 

 

 

 

（2023年3月31日現在） 
（単位︓千円） 

  

資   産   の   部 負   債   の   部 
科     目 ⾦   額 科     目 ⾦   額 

流 動 資 産 6,456,136 流 動 負 債 6,103,297 
現 ⾦ 及 び 預 ⾦ 803,644 支 払 手 形 579,277 
受 取 手 形 1,360,804 電 子 記 録 債 務 1,471,795 
電 子 記 録 債 権 563,698 買 掛 ⾦ 786,108 
売 掛 ⾦ 1,930,889 短 期 借 ⼊ ⾦ 2,090,000 
商 品 及 び 製 品 1,588,509 リ ー ス 債 務 19,751 
仕 掛 品 54,926 未 払 ⾦ 676,311 
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 117,711 未 払 法 人 税 等 310,645 
未 収 ⼊ ⾦ 23,209 未 払 消 費 税 等 41,154 
そ の 他 13,229 預 り ⾦ 3,507 
貸 倒 引 当 ⾦ △488 賞 与 引 当 ⾦ 91,674 

  そ の 他 33,071 
固 定 資 産 1,701,859   
 有形固定資産 1,334,456 固 定 負 債 105,220 

建 物 88,361 リ ー ス 債 務 19,664 
構 築 物 283,446 ⻑ 期 未 払 ⾦ 44,964 
機 械 及 び 装 置 573,805 資 産 除 去 債 務 38,434 
⾞ 両 運 搬 具 55,014 そ の 他 2,157 
工具、器具及び備品 293,374   
リ ー ス 資 産 38,634   
そ の 他 1,820 負 債 合 計 6,208,518 

無 形 固 定 資 産 27,853 純  資  産  の  部 
電 話 加 ⼊ 権 11,501 株 主 資 本 1,949,477 
ソ フ ト ウ エ ア 10,257 資 本 ⾦ 100,000 
そ の 他 6,095 資 本 剰 余 ⾦ 600,000 

投資その他の資産 339,548 資 本 準 備 ⾦ 10,000 
投 資 有 価 証 券 30,895 そ の 他 資 本 剰 余 ⾦ 590,000 
関 係 会 社 株 式 54,100 利 益 剰 余 ⾦ 1,249,477 
差 ⼊ 保 証 ⾦ 21,935  利 益 準 備 ⾦ 15,000 
破 産 更 ⽣ 債 権 等 5,000  繰越利益剰余⾦ 1,234,477 
繰 延 税 ⾦ 資 産 77,442   
そ の 他 155,175   
貸 倒 引 当 ⾦ △5,000   

  純 資 産 合 計 1,949,477 
資 産 合 計 8,157,995 負 債 純 資 産 合 計 8,157,995 

  

（注）記載⾦額は、千円未満を切り捨てて表⽰しております。 
  



 
㈱ヤマウ 

 個  別  注  記  表  

自 2022 年 4 月 1 日 

至 2023 年 3 月 31 日 

 

Ⅰ. 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

  （1）満期保有目的の債券……………償却原価法（定額法） 

  （2）子会社株式………………………移動平均法による原価法 

  （3）その他有価証券 

      時価のあるもの………………決算末日の市場価格等に基づく時価法 

                          （評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却 

                          原価は移動平均法により算定） 

      時価のないもの………………移動平均法による原価法 

 

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

  （1）商品・製品・原材料・仕掛品…総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性 

                        の低下に基づく簿価切り下げの方法により算定） 

  （2）貯蔵品 ………………………最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は 

                      収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により 

算定） 

 

３．固定資産の減価償却の方法 

  （1）有形固定資産（リース資産除く） 

……定率法（但し、平成 28年 4月 1日以後に取得した建物付属設備

及び構築物については定額法 ） 

                  なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。 

                   建物 

                     ７年～３１年 

                  機械装置 

                    １２年 

  （2）無形固定資産（リース資産除く） 

……定額法 

                 なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能 

                 期間（５年）に基づく定額法を採用しております。 

 

  （3）リース資産 ……リース期間を耐用年数とし残存価額を零とする定額法を採用しており 

ます。 

 

４．引当金の計上基準 

  （1）貸倒引当金 

     債権の貸倒れによる損失に備えるため、次の方法により計上しております。 

① 一般債権……貸倒実績率によっております。 

② 貸倒懸念債権及び破産更生債権 

             ……個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

   



 
（2）賞与引当金 

     従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。 

 

  （3）退職給付引当金 

     従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当事業年度末において発生している額を計上しておりま

す。 
  
５．消費税等の会計処理金 

     税抜方式によっております。 

 
 
Ⅱ. 当期純損益金額 

       当期純利益 938,709 千円 

 


